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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は一貫した研究関心に基づく二つの層から構成されている。一つは、追
加的な情報を受け取ることによって、公共政策に対する人々の態度が変化しうるかを調べることである。完全無
作為化コンジョイント実験を用いて貧困救済政策への支持を分析した。もう一つは、ある政策に対する選好を左
右する人々の信念を調査することである。このために、COVID-19パンデミックの発生による人々の信念への影響
を分析した。すなわち、COVID-19ワクチンに対する選好を調査し、その選好が特定のワクチンに対する信念とど
のように関連しているかを分析した。また、予期せぬ副作用がワクチン接種忌避にどのように影響するかを分析
した。

研究成果の概要（英文）：Our achievement is composed of two layers which are based on coherent 
research interests. One is to identify people's attitudes toward public policy and whether they 
could change by receiving additional information related to public policy. We investigated the 
issues by fully randomized conjoint experiments to identify people's preference for public policy 
vectors in a multidimensional policy space rather than on a unidimensional measure such as whether 
to support a single policy or not. We focused on support for poverty relief policy relative to other
 public policies. The other one is investigating beliefs shared by people because the preference for
 a policy depends on beliefs about the policy or policy target. For this aim, we used the occurrence
 of the COVID-19 pandemic. We surveyed preferences for COVID-19 vaccines and studied how the 
preferences were associated with beliefs about specific vaccines. We also studied how unexpected 
adverse side effects affected vaccine hesitancy.

研究分野： 比較制度分析

キーワード： 完全無作為化コンジョイント実験 　完全無作為化認知実験 　公共政策の選好　相対的貧困の認知 　新
型コロナ感染症対策の選好　新型コロナ感染症対策ワクチン選好　with Corona 　政治的傾向

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
民主主義体制は人々が情報を交換することによって互いの政策選好を改訂できることを前提としている。また、
現実の議会は、様々な政策への財政支出を総合的に考える多次元的な空間である。この前提が多次元的政策空間
において成り立つか否かを調べ、成り立つことを示した。また、ある政策への支持は、その政策や政策対象をど
う感じているか、すなわち信念に依存している。私たちは新型コロナ感染症の感染爆発の機を捉えて、個々のワ
クチンの属性に関する信念とその改訂が、特定のワクチンへの支持と相関することを明らかにした。これらは合
わせて、情報の改訂→信念の改訂→政策支持の変化という、社会の仕組みへの支持の変化を捉えるものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
1. 研究開始当初の背景 

 より望ましい公共政策が実効的に遂行されるためには、有権者がどのような時にどのよう
な政策をより好むのかを知ることが必要である。この問題意識が本研究全体の大前提であっ
た。以下においては、なかでも中核的な成果である Kawata and Nakabayashi (2023)（①）、
McElwain et al. (2023)（②）、Kawata and Nakabayashi (2021)（③）、Iida et al. (2022)（④）、Fukai 
et al. (2023)に即して、背景を具体的に述べる。 

① 立憲主義国家においては、毎年、立法府の代表者が諸々の支出先への予算の配分を議論する。
ある政策に対して支出を増やすと、他の政策に対する支出を減らす必要がある。市民が翌年
に向けて自分の好みを改訂すれば、代表者は再び政策の方向性を議論し、それに応じて翌年
の予算を改訂することができる。このような予算立案、審議過程における第一の前提条件は、
市民が互いに情報を提供し合うことによって、互いの好む政策の方向性に影響を与えうると
いうことである。第二に、情報提供の効果が一定期間持続することである。このように、財
政立憲主義は、情報提供が政策方向の選好に影響を与え、その効果が一定期間持続すること
を前提にしている。一般には、「熟議が民主主義の基本である」とする命題に関わる前提であ
る。しかし、この命題が成り立つのか否か、実証的な成果は世界的にも乏しい。 

② とりわけ 20 世紀以降、民主主義諸国は公共財の提供を大幅に拡大してきた。公教育制度は労
働力の生産性を向上させ、公共事業は交通・通信コストを削減し、公的医療保険は疾病の個
人リスクとコストを改善させた。しかし、低所得者層への現金給付や食糧援助などの貧困救
済は、依然として議論の的となっている政策である。貧困を公然と支持する政治家や有権者
は少ないが、貧困を緩和するための政策は、実質的もしくは規範的な理由で論争を呼んでい
る。納税する経済力を持っている者から徴税し、適正な所得再分配を行うことは、国家と社
会の分断を防ぐ基本的な仕掛けであり、その建前に反論する者は少ないが、反論しない者が
納得しているとは限らない。納得していない者は選挙において所得分配政策を支持しないか
ら、納得しない者が多ければ所得再分配は実現しない。納得しない者を説得する「熟議」の
方法として何が有効であるかを調べることは、我が国を含む立憲民主主義諸国にとって、国
家と社会の分断を避ける喫緊の課題である。 

③ また、研究開始当初に新型コロナ感染症のパンデミックが生じた。そのことは社会的には大
きな損失を招いたが、上記の課題に関わる課題を分析する貴重な機会を与えてくれた。一つ
は、公共政策としての新型コロナ感染症ワクチン接種を促すことである。自分一人が接種を
受けなくとも、他の住民が受けてくれれば集団免疫は確立され、自分もまた守られる。新し
い感染症に対する新しいワクチンの接種には、このような、他人のリスク引き受けによって
自分も守られようとするフリーライドの問題がともなう。これを乗り越えるために何が必要
かを調べることは、今後の新型感染症対策への知見として重要であり、また、フリーライド
する者とされる者とに、国家と社会が分断されることを避けるために重要である。 

④ 民族的多様性を増しつつある我が国において、より望ましい公共政策の遂行のためには、民
族的出自を超えて協力し合う条件を探る必要も生じている。緊急時の公共政策において、そ
うした助け合い、協力は特に重要な課題である。新型コロナ感染症のパンデミックは、この
問題を掘り下げる機会も提供した。 

⑤ さらに、私たちの政策選好は、結局のところ、その政策が、自分にとっての費用と便益のい
ずれが上回ると思われるか、端的には政策の「お得感」にも大きく左右される。新型コロナ
感染症ワクチンは、未経験のワクチンであったことによって、それまで知らなかった副作用
を経験することにより、「お得感」が改訂される場面を作ることになった。新型コロナ感染症
ワクチン接種にともなう副作用の有無は、想定外の事象による政策の「お得感」の有無が政
策選好に与える影響を分析する機会を提供した。 
 

2. 研究の目的 
 上記の背景を踏まえた研究目的を、以下の枠組みに落とし込み、具体化した。 

① 上記背景①を踏まえた研究の目的は、立憲主義国家における予算立案、審議過程の二つの前
提条件が成り立つか否か、すなわち、1)人々の政策選好は情報を受け取ることによって変わ
るか否か、2)その変化は一定期間、持続するのか否か、を調べることである。このために私た
ちは、一つの政策を支持するか否かを一次元的に尋ねるのではなく、複数の政策と国債償還
を含む多次元的な公共政策空間において、人々の政策ベクトルへの選好が変化するか否か、
変化したとすれば、その変化は持続するか否かを調べた。ある政策への予算配分増を論じる
現実の国会予算審議は、他の政策の支出減によるのか、財政赤字によってまかなうかといっ
た具合に、多次元的な政策空間においてなされるからである。そのために、完全無作為化コ
ンジョイント・デザインによる多次元的な政策空間における政策選択実験を実施した。 

② 上記背景②に基づく目的は、所得再分配政策を巡る論叢を緩和するためにどのような手段が
ありうるかを調べることである。そのために、貧困に関する情報伝達の形式によって、人々
の貧困救済政策への支持の変化があるか否かを調べる。これまでの調査実験からも、情報提
供が論争的な政策に対する態度に与える影響について、様々な結果が得られている。私たち



は、その理由の 1 つとして、異なる情報様式に対する受容性の違いがあるのではないかと考
えた。先行研究によれば、人々は、事前の信念に反する事実や統計的な情報は選択的に無視
するが、個人の経験を記述する物語的な情報にはより注意を払うと言われている。私たちは
これが成り立つか否かを、日本において、他の公共支出よりも支持されにくい貧困救済政策
の文脈において検証する。すなわち、完全無作為化コンジョイント実験を用いて、日本の貧
困を数字で示された場合と、「物語」で示された場合との間に、貧困救済政策への支持の変化
に違いがあるか否かを調べることが目的である。 

③ 上記背景③を前提とする問題意識を具体化する研究目的は、我が国におけるワクチン接種の
忌避と、COVID-19 ワクチンの選好に影響を与える決定因子を調査することである。 

④ 上記背景④に述べた問題と深く関わるのが、不足する COVID-19 ワクチンが持つ、1）希少資
源であり、2）集団免疫の構築という正の外部性を持つ公共財でもあるという二面性である。
希少性は市民の排他主義を駆り立て、正の外部性は排他主義を緩和するかもしれない。完全
無作為化コンジョイント実験により、その実態を調べることを目的に設定した。 

⑤ 上記背景⑤の問題意識を具体的な枠組み落とし込む視角として、ある治療法に関する過去の
経験が、その治療法に関する信念に及ぼす影響を調べることを構想した。そのために、新型
コロナ感染症ワクチン接種後に腕が腫れる、いわゆる「コロナ腕(COVID arm)」経験者におい
て、「コロナ腕」経験の前と後とでワクチン接種の安全性に関する信念、厚生労働省のワクチ
ン接種認可手続きに関する信念、ワクチン接種一般の重要性に関する信念、科学一般に関す
る信念がどう変わったか、ワクチン接種忌避の度合いをどう変わったかを調べることを目的
に設定した。 

 
3. 研究の方法 

 上記の目的を実現するために、以下の通り、方法を絞り込み、研究を実施した。全てに通
じて留意したことは、因果関係を特定できるよう、実験を設計することである。 

① 上記目的①を実行する方法として、私たちは、多次元的な公共政策空間における回答者の選
好の方向性を追跡するために、オンラインパネル調査による無作為化コンジョイント・デザ
イン実験を、日本で 2018 年 11 月、2019 年 3 月、2019 年 10 月の計 3 回実施した。第 1 波の
調査参加者は 15,000 名で、うち 9,000 名が第 2 波、第 3 波にも参加した。政策空間は、a)貧
困救済、b)年金、c)医療、d)教育、e)インフラ、f)財政再建によって構成された。 

② 上記目的②を実行する方法として、2019 年 10 月に実施された実験の 15,000 名の参加者を、
1 つの制御群と 2 つの処置群に無作為に分けることにした。1 の処置群である「物語」処置群
には、貧困にあえぐひとり親世帯に関する情報が「物語」で示される。この「物語」は、低
賃金の仕事にフルタイムで従事し、子どもを養うためにフードバンクに頼る母子家庭の短い
文章である。もう一つの処置群である「統計」処置群では、一人親世帯の過半が相対的貧困
に陥っているという事実の情報を示す。その上で、a)貧困救済、b)年金、c)医療、d)教育、e)
インフラ、f)国債償還の 6 次元からなる政策空間において、それぞれに対して異なる軽重を
割り当てる政策空間を選択させ、a)貧困救済により重く予算を割り当てる予算案への支持が
変わるか否かを調べた。 

③ 上記目的③を実行する方法として、私たちは、日本の成人 15,000 人を募集し、インターネッ
ト上でワクチンへの選好に関する完全無作為化コンジョイント・デザインによる実験を実施
した。この調査では、回答者に 5 つの選択タスクを割り当てた。各タスクにおいて、回答者
に 2 種類の仮想的な COVID-19 ワクチンを示し、どちらを選ぶか尋ねた。ワクチンの属性は、
有効性、重篤な副作用、軽微な副作用、ワクチン開発国、臨床試験国、ワクチンタイプなど
である。また、接種が任意である場合と義務である場合とで選好が異なる否かを調べるため
に、ワクチン接種が任意である設定と義務である設定とを、確率 0.5 で無作為に与えた。 

④ 上記目的④を実行する方法として、インターネット調査において 15,000 人の日本人を集め、
COVID-19 ワクチン不足の状況下で、1）国籍、2）ビザの種類と滞在期間（外国人の場合）、
3）職業、4）年齢、5）子供との同居、6）高齢者との同居、によって異なる仮想のワクチン
受給者のふさわしいかどうかを順位付けするよう求めることにした。国籍は、日本、中国、
台湾、韓国、アメリカ、ヨーロッパから選択した。職業は、医療、教育、その他雇用、自営
業、非雇用とした。6 つの属性が無作為に組み合わされ、回答者には 3 人の仮想ワクチン接
種者（1 人は日本人、他の人は外国人）が示された。まず、完全無作為化コンジョイント・デ
ザインにより、基準となる国籍「日本人」以外の属性を無作為に設定した仮想のワクチン接
種者を作成した。次に、ワクチン接種費用の支払いについて、2 つのシナリオ 1）原価で請求
する、2）国から全額補助される、を無作為に示した。 

⑤ 上記目的⑤を実行する方法として、私たちは、2021 年 2 月と 2022 年 3 月に、日本で COVID-
19 ワクチンが一般市民に投与される前と後に、オンラインパネル調査を実施した。COVID-
19 ワクチンに対する遅延型局所過敏反応（「コロナ腕」）を外生的ショックとして利用し、こ
の不快な経験と医療や科学に対する現在の信念の関係を調査した。「コロナ腕」は予期せぬ副



作用であったため、ワクチンに対する信念を改訂した可能性がある。2021 年 2 月の第 1 波で
回答した 15,000 人の非確率サンプルのうち、9,668 人が 2022 年 3 月に実施した第 2 波にも回
答している。分析される結果変数は、「コロナ腕」の経験が、回答者の 1）ワクチンの安全性
に対する信頼、2）COVID-19 ワクチンの次回接種の意思、3）ワクチン接種の重要性の認識、
4）科学に対する信頼に影響したかどうかである。すなわち、調査回答者が上記の論点に関す
る質問に対して肯定的に回答する確率に「コロナ腕」の経験が与える変化を測定した。 
 

4. 研究成果 
 頑健な因果推論に支えられた、政策的含意の高い結果を得ることができた。 

① 上記方法①を実行した結果、第 1 波で貧困率に関する情報を提供すると、回答者の選好は、
予算の増加または再配分による貧困救済支出増への支援に向けられることが明らかにされた。
この効果は、5 ヵ月後の第 2 波でも、回答者の背景や政治的立場が多様であるにもかかわら
ず、持続した。1 年後の第 3 波では、その効果は消滅していた。多次元的な空間に置かれた
情報交換は、一次元的なアプローチで示されるよりも、より広範な影響を持つかもしれない。
この発見は、直接には貧困削減のための政策実行の幅を広げることができると考えられる。
より広くは、私たちが民主主義的に情報を交換し合い、互いの政策選好を改訂して合意し、
かつ、その合意が数ヶ月間は持続することを示唆している。その意味では、私たちの成果は
財政立憲主義の認知的根拠を示したと考えている。 

② 上記方法②を実行した結果、母子家庭の苦境に関する「物語」を見せられた回答者は、貧困
に苦しむ一人親家庭の割合に関する統計情報を見せられた回答者よりも、貧困救済のための
支出増を支持する傾向があることが明らかになった。すなわち、「物語」処置群において貧困
救済政策への支持が最も高まるというものである。私たちは、「物語」処置群の効果と統計情
報処置群の効果の差を「物語プレミアム」と名付けた。この「物語プレミアム」は、社会の
貧困水準を既に認識している人々において最も強くなる傾向があった。この結果は、私たち
が政策について意見を交換するときに、統計的な証拠だけでなく、事例に関する物語を共有
することの重要性を示唆している。 

③ 上記方法③を実行した結果、以下の結果が得られた。中国開発ワクチンと比較して、国産ワ
クチン、米国開発ワクチンは、それぞれ 37.3 パーセントポイント、27.4 パーセントポイント、
選択確率が上昇した。また、国内での臨床試験の有無は 14.8 ポイント、有効性の 50％から
90％への向上は 18.0 パーセントポイント、重篤な副作用のリスクが 1 万人に 1 人から 100 万
人に 1 人に減少することは 16.9 パーセントポイント、それぞれ選択確率を向上させた。ワク
チンの種類は無関係であった。ワクチン接種を義務化すると、中国とロシアが開発したワク
チンの選択確率はそれぞれ 0.6 パーセントポイントと 0.4 パーセントポイント、高リスクの
ワクチンは 0.5 パーセントポイント、効果があまり高くない（70％）のワクチンは 0.4 パーセ
ントポイント上昇した。一般的なワクチン接種忌避の傾向、政治的立場、人口統計学的特徴、
教育、所得は無関係であった。国内臨床試験を実施した国産ワクチンは、ワクチンへの嗜好
性を大幅に高めることができることが明らかとなった。また、ワクチン接種を義務化するこ
とで、副作用や地政学的、有効性の懸念があるワクチンに対するペナルティを緩やかに減ら
すことができることが明らかにされた。私たちは、その理由を、強制接種が集団免疫を達成
するに当たってのフリーライドの懸念を緩和することによると考えている。 

④ 上記方法④を実行した結果、以下の結果が得られた。1) ワクチン代金の請求が有償であるか
全額補助であるかは、ワクチン接種受給者としてのふさわしさの順位に影響を与えなかった。
2)接種候補者の属性としては日本国籍保有者が優先された。3) 外国人であることの減点は、
日本が地政学的に対立している国の出身者ほど高かった。4)外国人が医療や教育に従事して
いる場合には、外国人に対する減点が減少した。これは、職業に関連する正の外部性が、ワ
クチン接種に関連する正の外部性を増幅し、排他的態度を緩和していることを示すと私たち
は解釈している。すなわち、ワクチン接種の正の外部性を増幅する職業上の正の外部性は、
外国人に対する減点を実質的に緩和すると考えている。 

⑤ 上記方法⑤を実行した結果、「コロナ腕」を経験すると、ワクチン接種の安全性に対する信頼
が 4.3 パーセントポイント（第 1 波標本平均の約 6％）低下し、新型コロナ感染症ワクチンの
2 回目接種の確率が 1.5 パーセントポイント低下することが明らかになった。これらの悪影響
は、背景特性や、「元から予防接種嫌い」であるというような、ワクチン接種に対する事前の
信認を条件付けた上で観察されている。一方、「コロナ腕」の経験は、ワクチン接種の重要性
の認識や科学に対する信頼に対しては、統計的に有意な影響を与えなかった。すなわち、特
定の治療に対する信念に関する予期せぬ不快なショックがあったからといって、医療や科学
技術一般に対する信認が直ちに揺らぐわけではないが、その特定の治療を受ける意欲は低下
することが明らかになった。公衆衛生政策が適切に遂行されるには、この効果を考慮する必
要がある。 
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有

 オープンアクセス  国際共著
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
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 オープンアクセス  国際共著
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 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
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 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
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 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
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 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
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BMC Infectious Diseases 612～612

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －
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 ２．論文標題  ５．発行年
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 ４．巻
Sho Fujihara 70(1)
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 オープンアクセス  国際共著
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 ４．発表年

 ４．発表年

Kenneth McElwain,  Keisuke Kawata,  Masaki Nakabayashi

10.1142/S0217590823500467
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オープンアクセスとしている（また、その予定である） 該当する
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 ３．学会等名
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藤原 翔

藤原 翔

MATSUMOTO Tomoko, Kenneth MCELWAIN, and KATO Junko

 １．発表者名
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Masaki Nakabayashi
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 １．発表者名

 １．発表者名
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 ３．学会等名
第72回数理社会学会大会
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 １．発表者名
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 ４．発表年
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 ４．発表年
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 １．発表者名
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